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人事行政の運営などの状況
「倶知安町人事行政の運営等の状況の公表に関する条
例」に基づき、町職員の前年度（平成２２年度）の給与、
勤務条件などの状況について公表します。

■平均給料・給与月額
　平均年齢（２２年４月１日現在）

技能労務職一般行政職

３２４，５９８円３２１，７０３円給 料

３５５，６３９円３５５，６３６円※給与

４７．７歳４２．３歳年 齢
※平均給与には諸手当をすべて含む

前年度比人件費率
　（Ｂ／Ａ）　

前 年 度 比人 件 費
　　（ Ｂ ）　 　

歳 出 総 額
　　 （ Ａ ）　 　

＋１．３３％１６．６８％－１６９３万円
－１．３％　

１２億７６７１万円
（共済費負担など含む）

７６億５４８８万円

■人件費の状況（２２年度一般会計決算、特別職を含む）

支 給 額内 容

１６７７万円

○１１月から翌年３月の各月初日に在勤する職員に対して
　・世帯主（扶養親族あり）　月額２６,３８０円
　・世帯主（扶養親族なし）　月額１４,５８０円
　・非世帯主　　月額１０,３４０円

寒

冷

地

１１５４万円○管理、監督の地位にある職員（主幹職以上）に対して
　・給料月額×課長職８％、主幹職６％

管 理
職

２９万円

○管理職員が臨時、緊急の必要、その他の公務の運営
　の必要により、週休日か祝日、年末年始の休日など
　に勤務した場合
　・課長職：１回８千円
　・主幹職：１回６千円

管 理
職 員
特 別
勤 務

２０万円

○著しく危険、不快、不健康、困難な勤務、その他著
　しく特殊な勤務に従事し、給与上特別の考慮を必要
　とする職員に対して
　・税務手当（専ら町税の徴収事務に従事する職員）月額５千円
　・上記職員以外で町税の徴収などの事務に従事した
　　職員：日額５００円
　・感染症防疫業務手当：日額５００円
　・野犬捕獲業務手当：日額５００円
　・行旅病人取扱手当：１件５００円
　・行旅死亡人収容手当：１件千円
　・火葬業務手当：日額千円
　・家畜防疫業務手当：日額５００円
　・徴収手当（水道料金など）日額５００円
　・停水処分手当：日額８００円
　・緊急出動手当：１回６００～８００円

特

殊

勤

務

８８万円
○通勤距離が片道２ｋｍ以上の職員に対して
　・交通機関を利用している場合：運賃などの相当額
　・自動車などを使用している場合：２千円～２４,５００円

通

勤

支 給 額内 容

２０７２万円

○扶養親族のある職員に対して
　・配偶者：月額１３,０００円
　・その他：月額６，５００円／１人
　（配偶者なしの場合）
　・うち１人：月額１１，０００円
　・特定扶養：満１５～満２２歳の扶養親族がある場合は
　　　　　　　５千円加算

扶

養

１４６６万円
○住宅などを借り受け、月額１万２千円を超える家賃な
　どを支払っている職員に対して
　・借家など：家賃月額の１／２（上限２万７千円）

住

居

２５４９万円

○正規の勤務時間を超えて勤務することを命じられた
　職員に対して
　【勤務日】（原則１日３時間以内）
　・勤務１時間当たり給与額×１.２５（２２～５時は１.５）
　【週休日】（原則代休振り替え）
　・勤務１時間当たり給与額×１.３５（２２～５時は１.６）

時
間
外
勤
務

○祝日、年末年始の休日などに勤務することを命じら
れた職員に対して（原則、代休振り替えとする）
　・勤務１時間当たり給与額×１.３５（２２～５時は１.６）

休 日
勤 務

○正規の勤務時間として２２～５時の間に勤務する職員
に対して
　・勤務１時間当たり給与額×０.２５

夜 間
勤 務

１億
３７４０万円

○６月１日、１２月１日に在籍する職員に対して
　・６月期：基礎額×１．２カ月分
　・１２月期：基礎額×１．３５カ月分（国家公務員比▲０．０５カ月分）

期

末

６７６５万円
○６月１日、１２月１日に在籍する職員に対して
　・６月期：基礎額×０．７０カ月分
　・１２月期：基礎額×０．６５カ月分

勤

勉

■手当制度

※「その他手当」に退職手当、児童手当は含まない、また給与費には共済費負担などは含まない

高 校 卒大 学 卒
１４０，１００円１７２，２００円※ 初 任 給

一 般 行 政 職
１４５，９００円１８０，６００円※２年後の給料

■級別職員数（一般行政職、２２年４月１日現在）

※かっこ内の額から特例で削減

■特別職・町議会議員の給料・報酬（月額）
議 員三 役

議 員副 議 長議 長教 育 長副 町 長町 長
１７３,０００円
（１７９,０００円）

２０７,０００円
（２１８,０００円）

２５５,０００円
（２６８,０００円）５５０,０００円６００,０００円７００,０００円給料・報酬

年間４．０月分年間３．８０月分（３．９５月分）期 末 手 当

■経験年数別の平均給料月額（一般行政職、２２年４月１日現在）
経験２０～２５年経験１５～２０年経験１０～１５年

３９２，４００円３４１，３００円２６２，９００円大 学 卒

３４７，５００円２８４，４００円２４４，６００円高 校 卒

１人当たり
給 与 費
（Ｂ／Ａ）

職 員 給 与 費職 員 数 （ Ａ ）
計　（Ｂ）そ の 他 手 当期末勤勉手当給 料採 用退 職

５６４万円８億５７１４万円８３９０万円１億８７９８万円５億８５２６万円９人１０人１５２人一 般 行 政 職

５８４万円５２６０万円５９２万円１１５３万円３５１６万円０人０人９人技 能 労 務 職

４７１万円２３５６万円７４万円５５４万円１７２９万円０人０人５人給 食 従 事 員
５６２万円９億３３３０万円９０５６万円２億５０５万円６億３７７１万円９人１０人１６６人計

■職員人件費（職員数は２２年４月１日現在、給与費は２２年度決算額）

■初任給
１級　定型的な業務を行う職務

２級　高度な知識、経験を必要とする業務を行う職務

３級　①係長、主査の職務②困難な業務を処理する主任の

　　　職務③特に高度の知識、経験を必要とする業務を行

　　　う職務

４級　特に困難な業務を処理する係長、主査の職務

５級　主幹職の職務

６級　課長職の職務

※国家公務員と同額

（勤務に従事した時間が６時間を越える場
合は１００分の１５０を乗じて得た額）

70
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２０

０
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

１０
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１０人
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４８人

１６人 １８人
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■職員の服務

町は職員の職務遂行過程で発揮した能力、資質、業績、
態度などを適切に把握し、職員の能力育成に役立てる
とともに、昇任や配置転換などの人事管理に活用する
ため、年１回の勤務評定を実施しています。良好な成
績で勤務したときは昇給させることができます。

勤 務 時 間
休
憩
時
間

勤 務 時 間

１７：３０

８：４５

１３：００

１９．８％

年次有給休暇
取得率

休暇は年次有給（年間
２０日、繰り越しを含め
ると最大４０日）産前･
産後、介護、育児、ボ
ランティアなど２２種類
あります。

平均
取得日数

７.８日／人

■勤務する曜日、１日の勤務時間

処 分 理 由処分者数処分内容
０人免 職
０人停 職
０人減 給
０人戒 告

懲戒処分

処 分 理 由処分者数処分内容

０人降 任

０人免 職

０人休 職

許可件数

０件
営利を目的とする私企業・
団体の役員、その他の地域
を兼ねる営利企業等

従 事 許 可 ０件自ら営利を目的とする私企
業を営む

２件報酬を得る事業・事務

■職員の分限、懲戒処分
分限処分者（本人に不利益が生じる処分）

■勤務評定の実施状況など

■その他の項目を含め、「人事行政の運営などの状況」については町公式ＷＥＢサイトでも公表しています。

※勤務時間は、８時４５分～１７時３０分（うち休憩時間１２～１３時）

１２：００

その他の研修

派 遣 ・
受講者数研 修 名

２人道と市町村職員の交流研修
（ 職 員 を 道 へ 派 遣 ）

７人初 任 者 研 修

受講
者数

研 修
機 関 名

研 修 区 分 な ど

研 修 名区 分
３人

北 海 道
市 町 村
職員研修
センター

管 理 能 力 研 修
一般研修

４人指 導 能 力 研 修

１人税務事務（基礎）
市町村民税課税

専門研修
１人税務事務（基礎）徴収

１人公務文書管理セミナー

２人ＯＪＴ指導養成研修

２人財務諸表と財務分析

受講者数研 修 機 関 名研 修 名
６人

後 志 町 村 会

新規採用職員基礎研修

３人初 級 職 員 研 修

２人中 級 職 員 研 修

１人法 務 基 礎 研 修

１人法 務 応 用 研 修

１人自 治 日 報 社地方自治体ＩＪＣセミナー

１人日 本 経 営 協 会滞納処分できない自治体債
権（私的債権）回収実務講座

■職員研修
研修機関などでの研修

町職員は毎週月～金曜日
（国民の祝日に関する法
律で定めた休日、１２月３１
日～１月５日を除く）が
勤務日となっています。

講じる措置評 定 の 時 期 な ど勤務成績証明者

４号俸昇給
（５５歳超は２
号俸昇給）

現在の号俸を受けるに至った時か
ら、１２カ月以下ではない期間を良好
な成績で勤務したとき

その職務について監督
する地位にある人

■職員の福祉と利益保護の状況
（１）福利厚生事業

公的負担概要団体名

１億９８９１万円
組合員である職員の掛金と使用者である自治体の負担金を財源として、
組合員及びその家族の生活の安定と福祉の向上に寄与するとともに、
公務の能率的運営に資することを目的としています。

北海道市町村職員
共 済 組 合

４６万円会員（職員）と家族の福祉の増進と生活安定のため、また共済組合の事
業を補完する様々な事業を行っています。

北海道市町村職員
福 祉 協 会

（２）公平委員会に関する業務の状況

０件勤務条件に関する措置の要求状況

０件不利益処分に関する不服申し立ての状況

（３）公務災害補償制度
災害件数加入団体

１件地方公務員災害補償基金北海道支部

受診率受 診 者種 類

９７．６％１２４人総 合 健 診

９４．６％３５人ミニドック健診

①健康管理事業
レクリエーションの実施と体
育グループなどへ活動費助成

②元気回復事業
倶知安町職員福利厚生会

職員相互の親睦と福利厚生の向上を図るこ
とを目的に設置されました。
事業内容は右①・②のとおり。
公費負担額＝３３６万円（２２年度実績）

 決 算 報 告 
ま ち の 家 計 簿
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